











The criteria for determining whether the contract




Copyright legislation confers both economic rights and moral rights on creators of
qualified works. Moral rights are to protect the personal interests of the author, and也e
Japanese Copyright Act ensures也e author's right to integrity. The law prohibits any
modification which is against the author's will.
In the Digital Age, however, it is necessary to permit modification which wouldnt be
prejudicial to the author's reputation to realize the maximum benefits of digital technol-
ogy-
In conclusion, the validity of agreement not to exercise the right to integrity should be
controlled by public policy which reflects the nature of the author's right.
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1) 18ないし20条、 50条、 59条、 60条、 64条、 112条、 113条、 115条、 116条。著作者人格権の保護は、著作権の保護に
関するベルヌ条約において、 1928年のローマ改正条約以来、義務づけられている。















































R.Plaisant, "France", P.E. Geller ed., International Copyright Law and Practice, Matthew Bender, 1997,
pp.9-10.参照。
8)板倉・前掲注6) 96-102貢参照。




かどうかを決定する権利(CPI art. L-121-1 、以下氏名表示権と呼ぶ。)、著作物の完全怪























10) Sirinelli, op. cit., note 2), p.49, C. Colombet, Proprie:te LittSraire et Artistique et Droits Voisins, 8e ed.,
Dalloz, 1997, n-127, F. Pollaud-Dulian, Le Droit Moral en France,えTravers la Jurisprudence R芭cente,
RIDA, iuillet, 1990, n-145, p.127, 129 et 131.
11) A.Lucas et H.-J. Lucas, Traitg de la Propri芭te Littgraire & Artistique, Litec, 1994, p.305-306.
X. Linant de Bellefonds, Droits d'Auteur et Droits Voisins, 2e ed., Delmas, 1997, p.134.
12) Pollaud-Dulian, op. cit., note 10) p.139.
13) Linant de Bellefonds, op. cit, note ll) p.134.
14) Cass.lre civ. 5 mai 1993, RIDA 1993, n-158, p.205.同旨の判例として、 Cass. lre civ. 4 avr. 1991, RIDA,
1991, n-152 p.125.がある。
15) Trib. gr. inst. Seine, 27 mai 1959, RIDA juill. 1959, p.149.
16) Cass.lre civ., 17 dec. 1991, RIDA avr. 1992, n-152, p.190.
































18) P.Kayser, Les Droits de la Personnalite, Aspects Theoriques et Pratiques, RTD civ., 1971, p.509.
19)三島宗彦『人格権の保護』 (有斐閣、 1965年) 90貢以下参照。
20) E.Silz, La Notion Juridique de Droit Moral de l'Auteur, RTD civ., 1933, p.331.
21) H.Desbois, Traitg, Les Conventions Internationales du Droit d'Auteur et Droits Voisins, Dalloz, n-449.




























23)この見解は、 J.-M.Mousseron, J.Raynard et T.Revet, De la Proprigtg Comme ModさIe, Melanges Colomer,
Litec, 1993, p.290-291においても述べられている。
24) F. Pollaud-Dulian, Droit Moral et Droits de la Personnali略JCP 1994 1 , 3780. p.346.











































28) P.Malaurie et L.Aynes, Cours de Droit Civil, t. IV, Les Obligations, T ed. (Cujas, 1996) n-525.
29)後藤・前掲注27) 157貢。難波・前掲注27) 167頁参照.















































































41) A.Lucas et H.-J. Lucas, op.cit, note 12), pp.305.
































































45)斎藤博『人格価値の保護と民法』 (一粒社、 1986年) 81頁。
46)斎藤博「著作者人格権の理論的課題」民商法雑誌116巻6号(1997年) 3貢以下、 6-8貢。
47)同上24頁。









































































中俊雄先生還暦記念『法と法過程』 (創文社、 1986年) 537頁以下、大村敦志「契約内容の司法的規制( 1 )」 NBL
473号(1991年) 34頁以下、同「取引と公序一法令達反行為効力論の再検討(上) (下)」ジュリスト1023号82貢以
下、 1025号66頁以下(1993年)、山本敬三「公序良俗論の再構成」奥田昌遣先生還暦記念『民事法理論の諸問題下
巻』 (成文堂、 1995年) 1貢以下である。
56)森田・前掲注55)の両論文を参照。
57)大村敦志「取引と公序(下)」前掲注55) 69-72頁o強行法規違反だけで無効と判断される場合であっても、その
根拠は90条にあり、公序の枠内で判断されるものと解される0
58)伊藤進「法律行為における公序良俗の展開」椿=伊藤・前掲注　55) 382貢。
59)中舎寛樹「民法90条における公序良俗違反の類型」椿-伊藤・前掲注　55) 222-224頁。山本・前掲注　55) 2-3頁o
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効果は全部無効かつ絶対無効であるという理解から、一部無効、相対無効となる場合も認め
る方向への変化があるとされる60)この方向性は、公序良俗違反の効果をそこで問題となる
法秩序を考慮した上で導くものという意味で、第-、第二の方向怪と関連すると考えられる。
3　フランスにおける議論からの示唆
フランスにおける政治的公序と経済的公序という公序の分類をわが国の議論にそのまま導
入できるか否かはともかくとして、著作者人格権の規定の趣旨・目的をどのように解するか、
特に、著作者人格権を人格権として理解するか否かということは、わが国の公序良俗論にお
ける前述のような新しい方向性からすると、著作者人格権を制限する契約が公序良俗違反と
なるか否かの判断過程に反映されると解する。
なぜなら、人格秩序は市民社会における根本的秩序であり61)、また、日本国寮法13条には
「全て国民は、個人として尊重される」と明確に規定され、また、民法1条の2によって「個
人の尊厳」を旨とする民法解釈が要求されるからである。著作者人格権を実定法によって具
体化された人格権と解するならば、著作者人格権の規定に対する違反は、人格秩序に対する
違反として、公序良俗違反の判断過程におけるきわめて重大な考慮要素となる。よって、著
作者人格権を制限する契約は、制限の態様が完全な放棄に近いものであるほど、公序良俗違
反と判断される可能性が大きい。
これに対して、著作者人格権の規定は政策目的に根拠をおくもの、すなわち社会的、経済
的弱者である著作者に保護を与えるものであるとか、あるいは文化の発展に貢献したことへ
の恩典62)として著作者に特別な保護を与えるものであると解するならば、著作者人格権の規
定に対する違反は、公序良俗違反の判断過程における考慮要素であることには変わりはない
が、同時に衡量される他の政策目的の重要性によって、公序良俗違反の判断に達いがでてく
る余地が大きい。他の政策目的の方が重要であり優先するとされる場合には、著作者人格権
を制限する契約は有効とされることになるであろう。
この点、著作者人格権の性質について、人格権を基礎としつつ政策目的を合わせもつ複合
的な権利とする見解63)によると、人格権から導かれる保護の範囲を超える部分は政策目的に
基づいて保護を与えるものと捉えられる。そして、この政策目的に基づく保護の部分につい
ては、同一性保持権の場合には、改変の容易さを特性とするデジタル著作物の利用を円滑化
し、よって文化の発展を図るという重要な政策目的を優先させるべきであるとされる。従っ
て、同一性保持権のうち政策目的に基づく保護部分を制限する契約、すなわち著作者の名誉
声望を害さない改変についても拒否する権利についてこれを行使しないと定める契約は、有
60)大村敦志「契約内容の司法的規制(1)」前掲注55) 40貢。
61)広中俊雄『民法綱要』第一巻・総論上(創文社、 1989年) 13貫参鳳。
62)小泉・前掲注51) 88貢。
63)中山・前掲注　3) 131-133貢参照。
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効であるとされる。さらに、そのような契約が有効であることを立法によって明確化するこ
とも提案されている64)。しかし、著作者と製作者の間で行なわれる契約交渉においては両者
の交渉力が同等ではないため、同一性保持権の不行使特約の有効性を立法上認めてしまうな
らば、実際には、著作者にとって不利な結果となりかねない65)
思うに、著作者人格権を制限する契約の効力について立法で解決することは、明確性およ
び安定性という点では優れているけれども、個別の事情における著作者の利益への配慮を難
しくする面があることは否定できない。著作者側の利益と著作物の利用者側の利益の調和を
はかる観点からは、公序良俗論の枠組みにおいて解決することが妥当であると考える66)。
そこで問題となるのは予測可能性であるが、前述のように、近時は、民法上の議論におい
て公序良俗論を機能的な判断枠組みとして再構成する動きが進行中である。この状況を前提
とすると、著作者人格権の規定の趣旨・目的、特に著作者人格権は人格権としての性質を有
するか、そうであるならばいかなる範囲において有するかについて個別の権利ごとに精微な
検討をすることが、公序良俗違反の判断基準を明らかにすることに直結すると考える。
Ⅳ　むすび
本稿においては、著作者人格権を制限する契約の効力がいかなる理論的枠組みで判断され
るのか、また、その判断過程では著作者人格権の性質についての理解がどのように反映され
るのかという問題について、フランスにおける議論を参照することによって、わが国の議論
への示唆を得ようと試みた。
その結果、著作者人格権を制限する契約の効力を、公序良俗論の枠組みにおいて判断する
ことが著作者側と利用者側双方の利益の調和をはかる上で妥当であること、および公序良俗
違反となるか否かの判断を予測可能性なものとするためには、著作者人格権の性質について
の精微な検討こそが求められるということが明らかにされた。
本稿においてはデジタル著作物の取り扱いをめぐる議論との関連で、著作者人格権の一つ
である同一性保持権への言及が中心となった.しかし公表権および氏名表示権についても、
各権利の性質を個別的に検討することが必要である。
さらに、著作者人格権を制限する契約が公序良俗違反となるか否かの判断過程における考
慮要素として、著作者人格権の規定の趣旨・目的はきわめて重要であるとしても、これに尽
きるわけではない。例えば、個別の事案で問題とされる著作物の性質、または著作者が自然
64) (財)知的財産研究所・前掲注　4) 22頁。
65)財)知的財産研究所『国際知的財産シンポジウムーマルチメディアを巡る新たな知的財産ルールの提唱-』 (1994
年) 19貢以下のトーマス・ドライヤー氏の所見(特に23-24貢)0
66)もっとも、マルチメディアの法的取り扱いをめぐる議論では、著作者と製作者の間で締結される同一ノ性保持権の不
行使特約について、この特約は、利用者に対する第三者効を生じなければ意味がないとされる。不行使特約が有効
である場合の第三者効については立法によって認める以外に方法はない。
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人であるのかそれとも職務著作(15条)ゆえに法人等が著作者とされるのか67)などの事情も、
考慮されるべき要素である。従って、著作者人格権を制限する契約が公序良俗違反となるか
否かの判断を予測可能にし、安定性をはかるためには、著作者人格権の性質を個別の権利ご
とに検討する作業と同時に、公序良俗違反の判断過程で、いかなる要素をいかなる比重で考
慮するべきかを明確にしていくことも不可欠であると考える。
1
67)小泉・前掲注51) 110頁参照。
